
事業事前評価表 

 

国際協力機構アフリカ部アフリカ第四課 

 

１．案件名（国名） 

国名：ギニアビサウ国  

案件名：トンバリ州零細漁業施設建設計画 

The Project for Construction of Plant for Small Fisheries in Tombali Region 

２．事業の背景と必要性  

(1) 当該国における水産セクターの現状と課題 

ギニアビサウの水産業は、主に輸出を目的とした外国産業漁船による漁業を除き、零細

漁業が中心であるが、その中でも南部地域は他の地域と比較して社会インフラ基盤の整備

が遅れているため、水産物の多くは、水揚地近隣で消費される以外は、燻製品、塩干品に

加工のうえ流通されるに留まっている。特に、同地域の水産拠点であるカシーンでは、漁

船数 216 隻、漁業従事者数 3,035 人、水揚量 347 トン/年当の現状であるが、鮮魚流通を可

能とする製氷施設が整備されていないだけでなく、前浜が遠浅の干潟であるため、効率的

な漁業準備や水揚げ作業が阻害されるとともに、水産物を衛生的に取り扱う環境が整備さ

れていない。 

(2) 当該国における水産セクターの開発政策における本事業の位置づけ 

ギニアビサウは、ミレニアム開発目標を達成するため、2004 年、貧困削減戦略文書に

て漁業分野を重要産業と位置づけるとともに、同年「零細漁業再興計画」を採択し、質・

量の両面において水産物の供給を向上・多様化させることにより国民の食糧を確保すると

ともに、漁業分野における雇用の創出を通じて失業を減らし、地方への住民の定住化を図

ることを目指している。 

また、「貧困削減戦略文書」にて漁業分野を重要産業と位置付け、零細漁業再編計画を

採択しており、開発の遅れた南部地域の水産拠点を整備することが重要課題と位置づけら

れている。 

(3) 水産セクターに対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

我が国は「貧困削減」を重点分野とし，基礎的生活分野を中心に支援を行っている。本事

業は社会インフラ整備の遅れている同国南部地域の水産拠点整備による生活基本インフラ

整備事業と位置づけられる。 

水産セクターに対する我が国援助実績は以下の通り。 

「小規模漁業施設建設計画」（無償）1997 年度、7.31 億円 漁業支援施設の建設および関

連機材の調達（1998 年のクーデターにより中断、金額は EN 額） 

「第２次小規模漁業振興計画」（無償）1994 年度、4.41 億円 零細漁業開発に必要な機材

の調達 

(4) 他の援助機関の対応 

 アフリカ開発銀行：①漁業活動監視・管理拠点整備（3ヶ所で計画）②ビサウ漁港整備 

 スペイン：ボラマ水産訓練センター強化プロジェクト 
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３．事業概要  

(1) 事業の目的 

トンバリ市カシーン地区を拠点とした漁業施設の整備等を行うことにより、同国における

水産物供給の質・量の安定に資するとともにカシーン地区及び周辺地域コミュニティの生

活の向上を図る。 

(2) プロジェクトサイト/対象地域名 トンバリ州カシーン地区 

(3) 事業概要 

1) 土木工事、調達機器等の内容 

【施設】管理棟及び外部託児施設のための付属棟、水産加工棟、ワークショップ、トイ

レ、漁具倉庫、発電機小屋、高架水槽塔・水処理室、船揚場等 

【機材】発電機、運搬用機材等 

2) コンサルティング・サービス/ソフトコンポーネントの内容 

詳細設計・施工管理、施設の運営維持管理に係るソフトコンポーネント、 

(4) 総事業費/概算協力額 

 総事業費 8.64 億円（概算協力額（日本側）：8.56 億円、相手国側：0.08 億円） 

(5) 事業実施スケジュール（協力期間） 

2010 年 6 月～2012 年 2 月を予定（計 21 ヶ月。詳細設計、入札期間を含む） 

(6) 事業実施体制（実施機関/カウンターパート）零細漁業総局 

(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 

① カテゴリ分類 B 

② 影響と緩和・軽減策 環境及び社会への影響に対して、軽減回避策が講じられ、工

事中及び工事後のモニタリングも実施される 

2) 貧困削減促進 零細漁業の振興 

3) ジェンダー 水産加工施設に隣接して託児施設を整備し、女性の参画を支援する。 

(8) 他援助機関等との連携・役割分担 特になし 

(9) その他特記事項 特になし 

 

(1)事業実施のための前提条件 

以下の相手国負担事項の遅滞なき実施 

・環境社会配慮に係る手続き 

・研修・セミナー用のテレビ、ビデオ等の機材の調達 

・水源サイト土地整備 

・施設の事務機器・電話機器類・家具類の調達 

 (2)プロジェクト全体計画達成のための外部条件 

・気象条件の悪化により水産物の資源量が急減しない。 

・政変により本計画の実施体制が覆されない。（「ギ」国では 2009 年 3 月に大統領の暗殺、

2010 年 3 月首相拘束など軍部の政争が生じており政情が不安定な状況が継続している。ま

た、ビジネス環境を示す世銀の Doing Business report で 181 位、汚職認識度（CPI）1.9

など、事業リスクも予期される） 

４. 外部条件・リスクコントロール 
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特になし（1997 年以前の類似案件の評価事例が存在しないため）。 

６. 評価結果 

以下の内容により本案件の妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 

(1) 妥当性 

漁業分野は「貧困削減戦略文書」にて重要産業とされており、零細漁業再編計画では、

開発の遅れた南部地域の水産拠点を整備することが重要課題と位置づけられている。 

 (2) 有効性 

1) 定量的効果 

指標名 基準値（2009 年） 目標値（2015 年）【事業完成 3年後】 

鮮魚流通のための氷の供給量（トン/年） 約 21  約 193  

鮮魚の他地区への流通量（トン/年） 約 23 約 111 

漁業・水揚げのための潮待ち短縮時間

（時間） 

- 約３ 

  
 2) 定性的効果 

 荷さばき場及び水産加工場の整備により、衛生的な水産物の取り扱いが可能となる。 

 ソフトコンポーネントの実施により、製氷機を含む設備の維持・保守操作が円滑に行

われるとともに、組織の運営管理体制が強化される。 

 鮮魚流通が促進されることにより、漁村民の収入向上の機会が増える。 

 託児施設の整備等により、女性の組合活動及びコミュニティ活動に参加できる時間が

増える。 

 製氷用給水施設を利用した病院・学校への給水により、安全な水が児童(約 500 人)及

び患者に提供される。 
  
７. 今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる主な指標 

  6.(2) 1)のとおり。 

(2) 今後の評価のタイミング 

  ・事後評価    事業完成 3年後 
以 上 

５. 過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 


